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研究成果の概要（和文）： 
日本の液晶産業は、シェアを急激に低下させ韓国、台湾に追い抜かれた。このため日本の競争
力の源泉を研究した。その結果、産業クラスター等で、企業等の組織間でお互いに依存し合い、
その程度を削減しながら、組織間で知識創造することが源泉であると見出した。この分析結果
を基に「インテグラル・コアナレッジ経営」を提案した。これは世界から知識を収束し、ロー
カルな地域で知識相互創造し、この知識をグローバルに発散させるものである。 
 
研究成果の概要（英文）： 
 Japanese LCD industry rapidly reduces the share and was overtaken by Korea and 
Taiwan. Therefore, I research the origin of Japanese competitiveness. As the result, the 
organizations such as companies depend on each other and reduce the interdependences 
and create knowledge among the organizations. I found this knowledge interactive creation 
is the origin. Based on the result, I propose “Integral Core-knowledge Management.” It is 
consist from knowledge convergence from global, knowledge interactive creation at local 
and knowledge divergence to global. 
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１． 研究開始当初の背景 
液晶ディスプレイと半導体デバイスは、

高度情報化社会を支えるキーデバイスで

ある。このキーデバイスの一つである液晶

ディスプレイは、日本が実質的に研究・開

発した独創技術である。このため、日本が

リーダーシップを取って液晶産業を創造

し成長させてきた。しかし、1996 年頃か

ら韓国、1999 年頃から台湾が液晶産業に

参入し、日本のシェアは 1997 年に約 80%

であったものが 2006 年に約 15%と急激に

低下した。この液晶産業は、2006 年で約
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72 兆円の巨大な市場規模を持っている。

このためアジアと日本の液晶産業の競争

力を分析することは重要である。しかし半

導体産業の競争力の研究は多いが、液晶産

業の競争力の研究は皆無に近かった。 
 
２．研究の目的 
このように液晶の生産シェアは減少し、日
本の競争力は低下してきている。このため、
日本の競争力の源泉は何なのか？という問
題意識をもった。 
近年液晶産業の牽引役がパソコン用液晶
からテレビ用液晶に交代し、この液晶テレビ
の市場の飛躍的な拡大に伴い、新しい幾つか
の変化があった。 
ソニーは、テレビで世界第１位のシェアを
持っていたが、自社の薄型ディスプレイを持
っておらず、薄型テレビへのシフトへ対応で
きていなかった。このため、韓国のサムスン
と合弁会社Ｓ－ＬＣＤを設立し、テレビ市場
で高いシェアを維持することができた。 
一方、シャープは、亀山工場で垂直統合に
より液晶テレビを生産し、日本の液晶テレビ
の40％と圧倒的なシェアを持っているが、世
界シェアは約15％である。このため、シャー
プは、液晶パネルを日本の亀山工場で生産し、
日本向けは国内で、北米等では現地で液晶テ
レビに組み上げる新しいグローバル戦略を
取ってきている。 
これらのことは、イブ・ドーズらの提案し
た、世界から知識を取り込み知識創造する
｢メタナショナル経営｣の視点からの分析が
重要になってきたことを示している。 
このため、液晶産業のグローバル競争をメ
タナショナル経営の視点から分析し、日本の
競争力の源泉を解明し、日本の競争力を強化
する方法を提案することが研究目的である。 
 
３．研究の方法 
今までにインテグラル型の産業の知識創
造を分析した研究は無かった。このためビジ
ネス・アーキテクチャ論と知識創造論を統合
する新規な分析フレームワークを用い、アー
キテクチャの視点からインテグラル型産業
の組織間知識創造を分析した。 
研究代表者中田行彦は、シャープにおいて
液晶の研究開発とグローバル競争戦略企画
に従事していた。この経験と知識を踏まえて、
国際会議・展示会に参加して、グローバル競
争の分析や液晶産業クラスターでの知識創
造の分析等を行う、事例研究を主とした研究
方法を取った。 
また、日本、韓国、台湾と米国の研究協力
者と連携し、グローバル競争の分析を行った。 
 
４．研究成果  
（1）産業クラスターの組織構成 

産業クラスター内の組織間知識創造を理
解するため、まず産業クラスターの組織構成
を、ビジネス・アーキテクチャの視点で分析
した。具体的には、産業クラスターのアーキ
テクチャと、産業クラスターを構成する企業
のうち地場企業が占める比率である地場企
業比率の関係を調査・分析した。 
 

① インテグラル型産業クラスターの地場企
業比率 
インテグラル型産業クラスターの事例と

して、液晶産業の三重県クリスタル・バレー
について、構成企業を地場企業と進出企業に
分け、その比率を算出した。また、液晶生産
の核となる液晶パネル工程に関係する装
置・材料・薬液ガスに関連する企業と、それ
以降のバックライト・実装・応用製品に関連
する企業に区分し地場企業比率を調べた。 
液晶産業は、インテグラル型であり、全体

でみると地場企業比率は30.6％と低く、逆に
言うと進出企業率は69.4％と高い。特に液晶
パネル工程では、地場企業比率は5.7％と非
常に低く、逆に進出企業率は94.3％と、ほと
んどが進出企業であることを見出した。 
その理由は、インテグラル型産業クラスタ

ーでは、戦略的パートナーと研究・開発・生
産と長期にわたる知識創造をおこなう必要
があることから、大企業が地方に進出する場
合に戦略的パートナーも一緒に進出するた
めと考えられる。 
 

② モジュール型産業クラスターの地場企業
比率 
次に、モジュール型産業クラスターの事例

として、半導体産業の大分県ＬＳＩクラスタ
ーを取り上げた。大分県ＬＳＩクラスター形
成推進会議のホームページの一覧表から、地
場企業、進出企業を分類した。 
大分県LSIクラスターでは、地場企業比率

は62.5％と高く、進出企業率は32.5％と低
い結果となった。進出企業は、半導体プロセ
スの広い範囲を業務とする大企業の4社のみ
である。また、進出大企業に近接した地域に
地場産業が参入する事例が多い。 
その理由は、モジュール型産業クラスター

では、仕事がモジュール化され分業されてい
る。このため、大企業が地方に進出しても、
地場企業はモジュール化された一部の仕事
のみに集中すればよく参入しやすいためと
考えられる。 
 

③ 液晶・半導体・自動車の産業クラスター
の比較 
九州は、トヨタ、日産、ホンダ、ダイハツ

の自動車企業が進出し、カー・アイランド九
州として自動車の産業クラスターが形成さ
れている。 



 

 

分析してきた液晶と半導体の産業クラス
ターと共に、『データ九州』2007年12月号の
データにより、九州の自動車の産業クラスタ
ーの地場企業比率を比較し図１に示す。 
産業クラスターの地場企業比率は、半導体
で65.8％、自動車で49.0％そして液晶で
30.6％となった。 
自動車の製品アーキテクチャは、多数の部
品を擦り合せて設計・開発する必要があるこ
とから、インテグラル型である。しかし、自
動車の生産は、Just-in-Timeのように、多く
のモジュールに切り分け、必要な時に必要な
量だけ納入する上下関係の系列を活用して
生産されている。このため自動車の工程アー
キテクチャはモジュール型と言える。このた
め、自動車は、インテグラル型の製品アーキ
テクチャの代表として取り上げられるが、工
程アーキテクチャは系列によるモジュール
型であり、結果として半導体と液晶の産業ク
ラスターと比較し、中間の地場企業比率を持
っている。 
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図１ 液晶、半導体、自動車の産業クラスタ
ーにおける地場企業と進出企業（著者作成） 
 
④ 組織構成のまとめ 
 以上に述べた液晶、半導体、自動車の産
業クラスターにおける地場企業と進出企業
の比率から、産業クラスターの工程がインテ
グラル型であるほど、進出企業の比率が高い。
産業クラスターの工程がモジュール型であ
るほど、分業が進展し、地場企業の比率が高
いことを見出した。 

 
（2）産業クラスターにおける組織間関係 
 以上の産業クラスターにおける組織構成

を踏まえ、産業クラスターにおける組織間関
係について組織間相互依存の視点から考察
した。 
① インテグラル型産業での相互依存 
液晶の産業クラスターである三重県クリ

スタル・バレーにおける企業等の組織間の相
互依存の経時変化を分析した。 
研究開発の段階では、長い時間を必要とし、
高いリスクがあるので、液晶パネル・メーカ
ー、装置メーカーおよび材料メーカーは連携
する。したがって、液晶パネル・メーカーは、
個々の情報の流れのハブとして機能し、装
置・材料メーカーとの間で一対一で情報交換
する。 
工場の企画の段階では、標準ガラス基板サイ
ズが無いため、液晶パネル・メーカー単独で
はガラス基板サイズを決められない。液晶パ
ネル・メーカーは、情報網を形成するハブと
して、装置メーカーおよび材料メーカーの間
に複雑な情報網を形成し、情報の流れを組
織・調整・中継する。 液晶パネル・メーカ
ーは、すべての装置と材料のメーカーと、そ
の時点で生産適用可能な最大のガラス基板
サイズについて情報交換する必要がある。そ
の後、液晶パネル・メーカーは、最も戦略的
な事項である、その工場に適用するガラス基
板サイズを決定する。そして、決定したガラ
ス基板サイズを、装置メーカーおよび材料メ
ーカーに移転し、実際に生産に適用できるよ
うにするため、各社での研究・開発を促進す
ると共に、協力し研究開発をすすめる。また、
最も重要なのは立上げ段階であり、工場の生
産ラインに他の生産装置と共に設置し、実際
に全装置を稼働させ、液晶パネルが正常な特
性でかつ予定した歩留まりで生産できるか
確認する工程である。この立上げ時が液晶パ
ネル・メーカーと多数の装置メーカー間の相
互依存が最も高くなる時期である。 
そして、組織間相互依存が強いままだと適

切な操業が難しいため、操業時までに相互依
存は縮小されると考えられる。生産ライン立
上げのための本稼動前の試験稼動において、
装置と材料の改良および調節が集中的に行
われ、生産のための組織間相互依存が削減さ
れる。試験稼動における改良と調節の結果と
して、組織間相互依存は生産段階では大きく
削減される。 
この液晶の産業クラスターにおける企業

等の組織間の相互依存を設計構造マトリッ
クス（DSM）を用いて分析した。DSMの組織間
の情報の流れの数が組織間の相互依存の強
さを示すと考え、その結果を図2に示す。組
織間相互依存は、研究開発段階から工場の企
画・建設・立上げ段階までに増加する。その
後、工場の企画・建設・立上げ段階から生産
稼動の段階に工程が進むにつれて、組織間相
互依存は削減されている。 
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この様にインテグラル型産業において組
織間相互依存は一定ではなく、時間の経過と
ともにダイナミックに変化し、削減されてい
くことを見出した。 
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図２ インテグラル型産業クラスターにお
ける相互依存の推移（DSMの情報の流れ数か
ら評価） 
 
（3）インテグラル型産業の知識創造プロセ
ス 
①液晶装置・材料における知識創造プロセス 
三重県クリスタル・バレーにおける知識創
造プロセスを分析する。 
シャープでは、液晶生産ライン立上げを専
門に行っているグループがある。そのグルー
プの中でも、担当する装置、システムが専門
化されている。たとえば、薄膜を成膜する
Chemical Vapor Deposition (CVD)装置やス
パッタリング装置および洗浄装置、現像装置、
露光装置等の担当に専門化されている。この
専門化する理由は、技術的に高度な知識・経
験を要すること、装置メーカーと研究から生
産導入まで長期に渡り相互に知識創造を行
う必要があり信頼関係を構築する必要があ
ること、等があげられる。 
CVD装置の研究開発では、具体的には、次
期液晶生産ラインに導入するCVD装置を開発
するため、ガラス基板サイズの拡大以外に、
薄膜トランジスタ特性や生産性、良品率の改
善のため、どの様な装置仕様を改善するかを、
シャープと装置メーカーで検討される。場合
により装置メーカーの装置を使ってテスト
試作を行う。また、大きな方式の変更を伴う
場合は、試作途中のアルファ版、ベータ版の
CVD装置をシャープに導入し、他のプロセス
は生産用装置を用いて試作を行い、装置メー
カーと共に評価･改善を行う。実際に、工場
に導入が決まると、詳細な仕様の詰め、特性
の評価･改善を、シャープと装置メーカーで
行う。ガラス基板サイズの決定の後、組織間
相互依存が強いままだと適切な操業が難し
いため、操業時までに相互依存は削減される。 
②知識創造のアウトプット：アクオス 
三重県クリスタル・バレーにおけるシャー

プのアウトプットとして、亀山工場の液晶テ
レビが上げられる。シャープの液晶テレビは、
「亀山工場生産モデル」として販売され、工
場名がブランドとなった希少な例である。こ
のサイズの液晶ディスプレイを生産できる
工場が日本に他に無かったため、「亀山工場
生産モデル」が日本製を意味していた。この
液晶テレビの2006年第3四半期の地域別ブ
ランドシェア(金額)は、世界市場のシェアで
見ると、サムスン16％、ソニー15％、シャー
プ12％の順になっている。しかしシャープは
日本で48％の圧倒的なシェアを持っている。 
シャープの液晶装置・材料および液晶テレ

ビの競争力のあるアクオスの結果より、産業
クラスターの工程がインテグラル型である
ほど、組織間での知識創造が行われ、平均よ
り高い価値もつアウトプットが創造される
と考えられる。 
③「知識相互創造」 
これらの結果から、インテグラル型産業は、

強い相互依存関係のなかで相互に影響を与
えながら知識創造を行うこと、つまり本研究
の中心概念を「相互創造」という言葉に集約
できる。そして、インテグラル型産業におけ
る組織間知識創造プロセスを「知識相互創造
（（Knowledge Interactive Creation）」と名
付けて次のように定義した。「知識相互創造
とは、企業内外の組織間の相互依存を削減さ
せると共に、企業内外の組織間で知識を創
造・蓄積する行為である。」 
 
（4）｢インテグラル・コアナレッジ経営｣の
提案 
 イブ・ドーズらの提案した｢メタナショ

ナル経営｣は、強みを持たない｢間違った場所
に生まれた企業｣が世界から知識を取り込み
知識創造し弱点を克服することに適応され
てきた。つまり、自国のナレッジ環境が劣位
または相対的低下が見られる条件で有効で
ある。しかし、日本の製造業は技術力で優位
に立っているものが多く、条件に当てはまら
ないものが多い。そして、強みをもち「知識
相互創造」を競争力の源泉にする日本の様な
国には、他のグローバル・ナレッジ・マネジ
メントが必要である。 
このため、グローバル・知識経済における

製造業のグローバル経営を再定義し、「イン
テグラル・コアナレッジ経営」を提案する。 
 

① 「コアナレッジ」の定義 
プラハードとハメルは、「コア・コンピタ

ンスは、多様な生産能力と技術をどのように
調整するかの企業の集合的な知識である。」
と定義している。しかし、知識社会では、強
さの起源は知識であり、その知識の出所は、
企業内部に制限されず、その外部で同様に見
つけることができる。 したがって、私は、「コ



アナレッジは、多様な知識から知識相互創造
され、組織内および（または）組織間で保有
する新しい知識である。」と定義した。 
②｢インテグラル・コアナレッジ経営｣ 

｢インテグラル・コアナレッジ経営｣は、図
３に示すように、３つのステップから成り立
っている。世界から見込みのある知識をロー
カルな場所に収束するナレッジ・コンバージ
ェンス（知識収束）、そして、高い価値が期
待されるナレッジを基にローカルな地域で
知識相互創造によりコアナレッジを創造す
るナレッジ・インターラクティブ・クリエー
ション（知識相互創造）、コアナレッジをグ
ローバルに発散させ価値と利益を最大にす
るナレッジ・ダイバージェンス（知識発散）
である。 

ナレッジ・コンバージェンス
知 識 収 束

ナレッジ・インターラクティブ
・クリエーション
知識相互創造

ナレッジ・ダイバージェンス
知 識 発 散

世界から知識を
収束させる

知識相互創造により、

コアナレッジを創造する

世界へ知識を

発散させる

コア・クラスター

コアナレッジマザー工場

図３ 提案する｢インテグラル・コアナレ
ッジ経営｣のコンセプト 

 
（5）結 論 

日本の競争力の源泉を明らかにするため、
モジュール型とインテグラル型の産業クラ
スターを、組織構成、組織間関係、知識創造
について比較研究した。その結果、次の事項
を見出した。 

1）産業クラスターの組織構成は、工程が
インテグラル型であるほど進出企業の比率
が高く、モジュール型であるほど地場企業の
比率が高い。 

2）インテグラル型産業において組織間相
互依存は一定ではなく、時間の経過とともに
ダイナミックに変化し、削減されていく。 

3）産業クラスターの工程がインテグラル
型であるほど、組織間での知識創造が行われ、
平均より高い価値もつアウトプットが創造
される。 

この分析から、日本の競争力の源泉が、イ
ンテグラル型産業における組織間知識創造
にあることを見出し、このプロセスを「知識
相互創造」と名付けた。 

この組織間知識創造に関する新しい知見

を基に、知識経済における製造業のグローバ
ル経営を再定義し、「インテグラル・コアナ
レッジ経営」を提案した。 
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